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1．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）
(1)連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第１四半期
22年３月期第１四半期

円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期
22年３月期第１四半期

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第１四半期
22年３月期

(参考)　自己資本　　　　　23年３月期第１四半期　277,248百万円　　　　22年３月期　272,746百万円

2．配当の状況

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

22年３月期

23年３月期

23年３月期（予想）
（注）当四半期における配当予想の修正有無　　：　　無

3．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、第2四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

　
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）
通　　　期

（注）当四半期における業績予想の修正有無　　：　　無

自己資本比率

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末

総資産 １株当たり純資産

第3四半期末 期　　末 合　　計

純資産

経常収益 経常利益

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

33,505 △ 12.8 3,274 △ 65.5

1株当たり当期純利益経常収益 経常利益 当期純利益

─ 2.50

           平成23年３月期　　第１四半期決算短信 〔日本基準〕（連結）
平成22年８月４日

35,403 5.7 8,236 151.6 4,920 42.0

平成22年８月４日

四半期純利益

△ 38.5

7.97
5.61

─
─

3,466

(注１)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

(注２)「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための
       基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出する「自己資本比率（国内基準）」については、Ｐ．12を参照ください。

4.4
4.3

449.09
441.70

6,366,474
6,365,855

307,660
302,919

─ 2.50 5.00

─

2.50 ─ 2.50 5.00

68,200
138,800

0.9
0.0

10,700
23,400

23.7
21.7 21.54

6,100
13,300

20.4
20.0

（百万円未満切捨て）

9.88



4.その他　　（詳細は、添付資料　Ｐ．２　「２．その他の情報」をご覧ください。）
(1)当四半期中における重要な子会社の異動　　   ： 無
　　新規　─　社、除外　─　社

　（注） 当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2)簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用　　： 有
　（注） 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3)会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
　①　会計基準等の改正に伴う変更　　： 有

　②　①以外の変更　　　　　　　　　　　　： 無
　（注） 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の

　　　原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。

(4)発行済株式数（普通株式）
　　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期第１Q 株 22年３月期 株

　　　②　期末自己株式数 23年３月期第１Q 株 22年３月期 株

　　　③　期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期第１Q 株 22年３月期第１Q 株

　（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示）

　（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項）

・この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。

・上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる結果となる可能性があります。

7,916,375

617,416,175

625,266,342

7,767,981

617,944,430

625,266,342
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（１）連結経営成績に関する定性的情報

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２. その他の情報

（１）重要な子会社の異動の概要

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

　連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息の減少を主因に資金運用収益が減少した
ものの、国債等債券売却益の増加を主因にその他業務収益が増加したことなどから、前年同期比18
億98百万円増加の354億３百万円となりました。一方、経常費用は、預金利息の減少を主因に資金調
達費用が減少したことや、与信費用の減少を主因にその他経常費用が減少したことなどから、前年
同期比30億64百万円減少の271億67百万円となりました。この結果、当第１四半期連結累計期間の経
常利益は、前年同期比49億62百万円増益の82億36百万円、四半期純利益は、前年同期比14億54百万
円増益の49億20百万円となりました。

　連結財政状態につきましては、貸出金は、実体経済の低迷を背景とする事業性貸出の減少を主因
に、前連結会計年度末比268億円減少の４兆3,272億円となりました。預金等（譲渡性預金を含む）
は、地元に密着した積極的な営業を展開しました結果、個人預金の増加を主因に前連結会計年度末
比167億円増加の５兆6,165億円となりました。有価証券は、国債の増加を主因に前連結会計年度末
比304億円増加の１兆5,677億円となりました。

　平成23年３月期の第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、平成22年５
月14日公表の数値から変更はありません。

　該当事項はありません。

（貸倒引当金の計上方法）
「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当ててい
る債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成22年３月期の予想損失率を適用して
計上しております。

１. 当四半期決算に関する定性的情報

（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　当第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年
３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20
年３月31日）を適用しております。
　これにより、経常利益は６百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は64百万円減少しております。
また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は209百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）
　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12月26日）に基づく財務諸表等
規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期
連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）
　当第１四半期連結会計期間から「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号平成20年３月10
日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号平成
20年３月10日）を適用しております。
　これによる当四半期連結財務諸表への影響はありません。
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（４）追加情報の概要

（その他有価証券に係る時価の算定方法）
　変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価と
みなせない状態にあると判断し、当第１四半期連結会計期間末においては、合理的に算定された価額
をもって四半期連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸
借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は10,798百万円増加、「繰延税金資産」は4,427百
万円減少、「その他有価証券評価差額金」は6,371百万円増加しております。
　変動利付国債の合理的に算定された価額は、第三者から提供を受けておりますが、国債の利回り等
から見積もった将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算
定されており、国債の利回り及び金利スワプションのボラティリティが主な価格決定変数であります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等の概要

　該当事項はありません。

（セグメント情報）
　当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17
号平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第20号平成20年３月21日）を適用しております。
　なお、当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略してお
ります。
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3. 連結財務諸表等 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間 
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 179,175 151,438

コールローン及び買入手形 47,204 76,086

買入金銭債権 16,800 19,374

特定取引資産 45,086 36,970

金銭の信託 1,103 1,180

有価証券 1,567,789 1,537,366

貸出金 4,327,283 4,354,076

外国為替 2,783 3,524

その他資産 48,491 43,842

有形固定資産 85,263 85,506

無形固定資産 8,376 8,631

繰延税金資産 39,815 42,879

支払承諾見返 37,993 44,190

貸倒引当金 △40,694 △39,213

資産の部合計 6,366,474 6,365,855

負債の部   

預金 5,408,327 5,438,458

譲渡性預金 208,218 161,427

コールマネー及び売渡手形 7,894 6,762

債券貸借取引受入担保金 73,543 88,564

特定取引負債 42,455 33,899

借用金 99,224 102,823

外国為替 187 300

社債 105,000 125,000

信託勘定借 101 166

その他負債 56,271 40,802

役員賞与引当金 － 41

退職給付引当金 94 91

役員退職慰労引当金 5 920

睡眠預金払戻損失引当金 978 978

ポイント引当金 116 108

再評価に係る繰延税金負債 18,400 18,400

支払承諾 37,993 44,190

負債の部合計 6,058,813 6,062,936

（株）広島銀行（8379）平成23年３月期　第１四半期決算短信
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間 
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

資本金 54,573 54,573

資本剰余金 30,635 30,635

利益剰余金 170,936 167,559

自己株式 △3,238 △3,182

株主資本合計 252,907 249,586

その他有価証券評価差額金 2,405 865

繰延ヘッジ損益 △2,005 △1,646

土地再評価差額金 23,941 23,941

為替換算調整勘定 △0 △0

評価・換算差額等合計 24,341 23,160

少数株主持分 30,412 30,172

純資産の部合計 307,660 302,919

負債及び純資産の部合計 6,366,474 6,365,855

（株）広島銀行（8379）平成23年３月期　第１四半期決算短信
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

経常収益 33,505 35,403

資金運用収益 25,367 24,173

（うち貸出金利息） 20,474 18,944

（うち有価証券利息配当金） 4,614 4,933

信託報酬 32 39

役務取引等収益 5,634 6,076

特定取引収益 71 126

その他業務収益 2,109 4,275

その他経常収益 289 711

経常費用 30,231 27,167

資金調達費用 4,457 3,436

（うち預金利息） 2,865 2,053

役務取引等費用 2,251 2,146

その他業務費用 1,437 787

営業経費 15,881 15,485

その他経常費用 6,203 5,310

経常利益 3,274 8,236

特別利益 2,232 0

固定資産処分益 － 0

貸倒引当金戻入益 2,226 －

償却債権取立益 5 0

特別損失 48 71

固定資産処分損 39 12

減損損失 6 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 58

その他の特別損失 2 －

税金等調整前四半期純利益 5,457 8,165

法人税、住民税及び事業税 825 763

法人税等調整額 926 2,242

法人税等合計 1,751 3,005

少数株主損益調整前四半期純利益  5,159

少数株主利益 239 239

四半期純利益 3,466 4,920

（株）広島銀行（8379）平成23年３月期　第１四半期決算短信
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,457 8,165

減価償却費 1,162 1,222

減損損失 6 －

持分法による投資損益（△は益） △47 △22

貸倒引当金の増減（△） △7,196 1,480

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32 △41

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 3

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △90 △914

ポイント引当金の増減額（△は減少） 7 8

資金運用収益 △25,367 △24,173

資金調達費用 4,457 3,436

有価証券関係損益（△） △43 △392

金銭の信託の運用損益（△は運用益） － △0

固定資産処分損益（△は益） 39 12

特定取引資産の純増（△）減 △6,134 △8,116

特定取引負債の純増減（△） 6,274 8,555

貸出金の純増（△）減 97,733 26,792

預金の純増減（△） 5,338 △30,131

譲渡性預金の純増減（△） 56,686 46,790

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△53,811 △3,598

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 819 867

コールローン等の純増（△）減 △25,820 31,456

コールマネー等の純増減（△） △26,813 1,131

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 2,859 △15,021

外国為替（資産）の純増（△）減 713 741

外国為替（負債）の純増減（△） △139 △113

資金運用による収入 22,427 22,340

資金調達による支出 △3,862 △3,244

その他 △2,347 1,604

小計 52,276 68,841

法人税等の支払額 △6,106 △4,217

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,170 64,624

（株）広島銀行（8379）平成23年３月期　第１四半期決算短信
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △426,147 △474,898

有価証券の売却による収入 374,539 450,555

有価証券の償還による収入 23,705 10,433

金銭の信託の増加による支出 △40 △9

金銭の信託の減少による収入 2 86

有形固定資産の取得による支出 △783 △188

無形固定資産の取得による支出 △435 △425

有形固定資産の売却による収入 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,159 △14,445

財務活動によるキャッシュ・フロー   

劣後特約付社債及び新株予約権付社債の発行によ
る収入

10,000 －

劣後特約付社債及び新株予約権付社債の償還によ
る支出

△2,000 △20,000

配当金の支払額 △2,061 △1,474

自己株式の取得による支出 △7 △20

自己株式の売却による収入 0 2

リース債務の返済による支出 △34 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,897 △21,523

現金及び現金同等物に係る換算差額 26 △50

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22,935 28,604

現金及び現金同等物の期首残高 122,527 149,998

現金及び現金同等物の四半期末残高 145,462 178,603

（株）広島銀行（8379）平成23年３月期　第１四半期決算短信
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（4）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（5）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

（株）広島銀行（8379）平成23年３月期　第１四半期決算短信
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平成22年度第１四半期 決算概要平成22年度第１四半期 決算概要

損 益 の 状 況

財 務 健 全 化 の 状 況3.

営 業 の 状 況2.

1.

〈参考〉決算付属資料
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１. 損益の状況

　損益の状況については、役務取引利益等が好調であったことや経費が減少したことに
加え、市場動向に配意し資金の効率的な運用・調達に努めた結果、実質業務純益は、前
年同期比35億円増益（前年同期比37.9％増加）の129億円となりました。また、取引先
の経営改善支援への対応強化等により与信費用が大幅に減少した結果、四半期純利益は、
前年同期比15億円増益（同45.3％増加）の48億円となり、順調に推移しています。　　
（中間期の業績予想に対する進捗率は、実質業務純益70.5％、四半期純利益81.4％）

　損益の状況については、役務取引利益等が好調であったことや経費が減少したことに
加え、市場動向に配意し資金の効率的な運用・調達に努めた結果、実質業務純益は、前
年同期比35億円増益（前年同期比37.9％増加）の129億円となりました。また、取引先
の経営改善支援への対応強化等により与信費用が大幅に減少した結果、四半期純利益は、
前年同期比15億円増益（同45.3％増加）の48億円となり、順調に推移しています。　　
（中間期の業績予想に対する進捗率は、実質業務純益70.5％、四半期純利益81.4％）

今後の損益見通しと配当○

【単体】

【連結】

（単位：億円）

42.0%

増減率

37.9%

177.4%

45.3%

5.8%

4

経 常 収 益 351 19

35 △ 15

61 11

100 22

△ 与 信 費 用 （ ② ＋ ③ － ⑤ ） 20 △ 14

有 価 証 券 関 係 損 益 （ ① ＋ ④ ） 4

59 11

前年同期比

平成23年３月期中間期
（第２四半期累計期間）

業績予想
（６ヵ月間）

677 7

役 務 取 引 利 益 等

1548

78

- △ 22

コ ア 業 務 粗 利 益

コ ア 業 務 純 益 100

△ 経 費 149

14

183

50

△ 23

27

8

△ 4

4249

644

△ 2

平成23年３月期
第１四半期
実績

（３ヵ月間）

205

前年同期比

資 金 利 益

連 結 四 半 期 （ 中 間 ） 純 利 益

うち 株 式 関 係 損 益 ④

四 半 期 （ 中 間 ） 純 利 益

経 常 利 益

うち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ⑤

49 14

△ 25

29

実 質 業 務 純 益 129

債 券 関 係 損 益 ①

うち △ 不 良 債 権 処 理 額 ③ 6

うち △一般貸倒引当金繰入額② 14

△ 50 105 △ 33

　損益見通しについては、上記の通り順調に推移していることから、単体・連結ともに　
平成22年５月14日に公表した中間期（第２四半期累計期間）及び通期の業績予想に変更あ
りません。

　また、配当については、中間配当、期末配当ともに２円50銭（年間５円）を予定してお
り変更ありません。

　損益見通しについては、上記の通り順調に推移していることから、単体・連結ともに　
平成22年５月14日に公表した中間期（第２四半期累計期間）及び通期の業績予想に変更あ
りません。

　また、配当については、中間配当、期末配当ともに２円50銭（年間５円）を予定してお
り変更ありません。
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（２）預金等

　預金等残高（末残）は、地元に密着した積極的な営業を展開した結果、個人預金・
法人預金がともに増加し、平成21年６月末比1,425億円増加しました。

　預金等残高（末残）は、地元に密着した積極的な営業を展開した結果、個人預金・
法人預金がともに増加し、平成21年６月末比1,425億円増加しました。

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

【単体】

56,184 1,425 168
個人預金 38,587 708 560
法人預金 15,248 893 261
公金預金等 2,349 △ 176 △ 653

平成22年６月末

(単位：億円)

預金等残高（末残）

平成22年３月末比平成21年６月末比

（１）貸出金

　貸出金残高（末残）は、地元のお取引先の資金需要に積極的に対応し、個人ローン
は増加したものの、実体経済の低迷を背景とする資金需要の低迷から事業性貸出等が
減少した結果、平成21年６月末比23億円減少しました。

　貸出金残高（末残）は、地元のお取引先の資金需要に積極的に対応し、個人ローン
は増加したものの、実体経済の低迷を背景とする資金需要の低迷から事業性貸出等が
減少した結果、平成21年６月末比23億円減少しました。

(単位：億円)

43,272 △ 23 △ 268
事業性貸出等 32,196 △ 225 △ 242
うち保証協会保証付貸出 2,939 △ 40 △ 84

個人ローン 11,076 202 △ 26
住宅ローン 8,090 282 15
その他ローン 2,986 △ 80 △ 41

平成22年３月末比
平成22年６月末

平成21年６月末比

貸出金残高（末残）

【単体】

２. 営業の状況

（３）個人預り資産

　個人預り資産残高は、個人預金が順調に増加したことに加え、保険の販売が好調であっ
たことから、平成21年６月末比1,507億円増加しました。

　個人預り資産残高は、個人預金が順調に増加したことに加え、保険の販売が好調であっ
たことから、平成21年６月末比1,507億円増加しました。

【単体】

（注）個人預金は、譲渡性預金を含んでいます。

47,707 1,507 766
個人預金 38,587 708 560
公共債（国債等） 2,635 △ 106 △ 27
投資信託 3,027 191 49
保険 2,953 677 193
外債・仕組債等 505 37 △ 9

平成22年３月末比

(単位：億円)

個人預り資産残高

平成22年６月末
平成21年６月末比
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有価証券評価損益

【単体】

自己資本比率

　単体自己資本比率は、11.63％となりました。当行は国内基準（４％）対象行です
が、単体・連結とも国際統一基準である８％をも大幅に上回る、十分な水準となっ
ております。

　なお、劣後資金の一部返済により自己資本比率は低下しましたが、Tier１比率は
上昇し、財務体質は一層強固なものとなりました。　　

　単体自己資本比率は、11.63％となりました。当行は国内基準（４％）対象行です
が、単体・連結とも国際統一基準である８％をも大幅に上回る、十分な水準となっ
ております。

　なお、劣後資金の一部返済により自己資本比率は低下しましたが、Tier１比率は
上昇し、財務体質は一層強固なものとなりました。　　

【単体】

単体自己資本比率

単体Tier1比率

単体自己資本の額

単体Tier1の額

総所要自己資本額 1,452

4,222
2,802

△ 198
0.49%

（単位：億円）

11.63% △0.13%

平成22年６月末 平成21年６月末比

7.71%

88
△ 51

48

平成22年３月末比

△0.19%
0.25%
△ 138

△ 22

３. 財務健全化の状況
（１）

（２）

（注）総所要自己資本額は、自己資本比率の分母の額に４ﾊﾟｰｾﾝﾄを乗じた額です。

連結自己資本比率

連結Tier1比率

連結自己資本の額

連結Tier1の額

総所要自己資本額 1,449

△ 196
93

△ 51

4,112
2,829

△ 137
49

（単位：億円）

11.35% △0.13%

平成22年６月末 平成21年６月末比 平成22年３月末比

7.80% 0.51%
△0.19%
0.25%

△ 22

【連結】

40 182 26

△ 34 △ 104 △ 109

272 199 156

△ 198 87 △ 21

株 式

債 券

(単位：億円)

有価証券評価損益

そ の 他

平成21年６月末比
平成22年６月末

平成22年３月末比

（注）総所要自己資本額は、自己資本比率の分母の額に４ﾊﾟｰｾﾝﾄを乗じた額です。

有価証券評価損益は、平成22年３月末比26億円増加し40億円となりました。有価証券評価損益は、平成22年３月末比26億円増加し40億円となりました。
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金融再生法ベースのカテゴリーによる開示

（注）　上記の平成22年６月末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規
定する各債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき年度末又は中
間期末に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　
　また、記載の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づき、単位未満を四捨五
入しております。
　平成22年６月末の各開示区分の金額は、平成22年３月末時点における金額（債務者区分（※）残高）
をベースとし、６月末までに倒産、不渡りなどの客観的な事実並びに行内格付の変更等があった債務者
について、当行の定める格付・自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行っております。　　　　
　また、上記に加え、償却・引当見込額、回収額、及び担保処分見込額等の平成22年３月末から６月末
までの増減額を反映しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、新たに「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と認められる金額のうち、無価値と認められ
る部分については直接償却相当額として当該金額を減額しております。

※
破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先・破綻先の債権）
危険債権　（破綻懸念先の債権）
要管理債権（要注意先のうち、３ヵ月以上延滞しているか、又は貸出条件を緩和している債権）

債務者区分との関係

　開示額は平成22年３月末比横ばいで、総与信に占める開示額の割合は2.53％となりました。　開示額は平成22年３月末比横ばいで、総与信に占める開示額の割合は2.53％となりました。

265 △ 52 △ 16
629 1 16
226 42 0

1,120 △ 8 1

44,270 △ 279 △ 516

2.53% 0.00% 0.03%

(単位：億円)

平成22年６月末
平成21年６月末比 平成22年３月末比

総与信に占める開示額の割合

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

金融再生法ベースのカテゴリーによる開示額

総与信額

【単体】

（３）



１．損益状況【単体】
（単位：百万円）
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（注）・「コア」とは、債券関係損益、一般貸倒引当金繰入除きの損益
　　・「実質業務純益」とは、一般貸倒引当金繰入除きの業務純益

〈参考〉決算付属資料

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

(416) (407) (9)

1,621
1,437

-
△ 6,547

-

891

(△ 40.3%)

(177.4%)

(45.3%)

(37.9%)
(8.6%)

(41.0%)

前年同期比
21年度
第1四半期（増減率）

(12.9%)

(10.3%)

909

3,327

-
39
6

5,012
776

2,226

△ 748
2,829
2,183
△ 46

(3,397)

△ 175
110
252

78

33

5,623
5,545

-

(△227)
15,312
7,649
6,637

△ 182
(412)
2,078

854

(2,306)
1,075
105
43

1,026
9,3763,556

(792) (9,192)

△ 248

-

2,764
9,376
184

(23.2%)

(1,435)
△ 364
59

(△ 2.4%)

580

-

68

648

0
12

(2,029)

△ 70

△ 5,545

4,834

7,776
713
2,228

-

△ 12

-

△ 524
7,847

△ 2,531
486
2,093
924

1,380
11,551
2,948

△ 3,704

3,735
787
-

四 半 期 純 利 益

（ コ ア 業 務 純 益 ）
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

27,880
(24,932)
24,950

(23,211)
19,307
3,695

税 引 前 四 半 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

う ち 固 定 資 産 関 係 損 益
固 定 資 産 処 分 益
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

株 式 等 償 却

そ の 他 臨 時 損 益
経 常 利 益
特 別 損 益

（ 与 信 費 用 23+35-47 ）

不 良 債 権 処 理 額

貸 出 債 権 売 却 損 等

（ 有 価 証 券 関 係 損 益 25+30 ）

株 式 等 関 係 損 益
株 式 等 売 却 益
株 式 等 売 却 損

う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益

臨 時 損 益

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 却

14
1,932

(1,739)
2,929

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

79
112
1,555

(1,208)
14,948
7,708

12,932
(9,984)

778

(1,721)
1,182

（ う ち 国 債 等 債 券関 係損 益）
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

6,461
人 件 費
物 件 費

特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）
国 内 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）

（ う ち 国 債 等 債 券関 係損 益）

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却

国 際 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

税 金

△ 14

3,191
(427)
2,340

△ 650

2,114
(1,327)
851

(△ 585)
107

701

△ 176

△ 26
69

580
△ 10

1,380
2,175

2,843

△ 4,975

△ 2,356
376

1,841

2,114

△ 2,253
34

1,319

(△1,368)

△ 6

△ 63

△ 2,226

1,507

28

24,689
(24,505)
22,610

0
△ 27

2,764

224
5,018

(22,198)
19,580
3,183

(1,013)
△ 273
512

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

22年度
第1四半期

法 人 税 等 合 計 2,942 1,257 1,685



【連結】

15

（注）「連結粗利益」は、（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋
（特定取引収益－特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）で算出しています。

（単位：百万円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

少 数 株 主 損 益 調 整 前 四 半 期 純 利 益 5,159 － －

239

△ 2,253△ 70

8,165

21年度
第1四半期（増減率）

(13.0%)

22年度
第1四半期 前年同期比

25,07028,320

1,454 3,466

△ 62 825

1,316 926

(42.0%)

－ 239

2,183

2,708

△ 25 47

5,457

127 △ 163

4,962 3,274(151.6%)

1,380 -

△ 2,380 △ 175

78△ 10

△ 5,545 5,545

579 -

15,881

71

2,816 672

(△ 2.5%)

20,910

553 3,415

5,623

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

特 定 取 引 利 益

2,028

15,485

3,250

△ 17320,737

126

△ 3,595

55

△ 396

3,968

3,488

-

579

68

1,380

株 式 等 関 係 損 益

2,242

△ 2,555

8,236

△ 36

法 人 税 等 調 整 額

22

四 半 期 純 利 益 4,920

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

そ の 他

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

763

貸 出 債 権 売 却 損 等

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

貸 出 金 償 却

営 業 経 費

そ の 他 業 務 利 益

貸 倒 償 却 引 当 費 用

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法 人 税 等 合 計 3,005 1,254 1,751

２．貸出金・預金等の状況（平残）

(単位：億円)

43,615 △ 596 △ 254
事業性貸出等 32,515 △ 851 △ 420
うち保証協会保証付貸出 2,960 8 △ 49

個人ローン 11,100 255 166
住宅ローン 8,080 326 211
その他ローン 3,020 △ 71 △ 45

平成22年３月期比
平成22年６月期

平成21年６月期比

貸出金残高（平残）

貸出金【単体】（１）

（２）預金等【単体】

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

(単位：億円)

55,638 1,021 # 924
個人預金 38,081 773 # 335
法人預金 15,147 820 # 763
公金預金等 2,410 △ 572 # △ 174

平成22年３月期比
平成22年６月期

平成21年６月期比

預金等残高（平残）




